
             

「居住実態が把握できない児童」に関する調査の結果について 
 

平成 26年５月１日時点で居住実態が把握できない児童（2,908 人） 

 
 
 

５月２日から９月１日までに居住実態が把握できた児童（2,684 人） 

 

 

同一市町村内の関係

部署等の情報共有に

より確認できた児童 

（1,211 人） 

 

同一都道府県内の関

係機関等の情報共有

により確認できた児

童（108 人） 

 

他の都道府県内の関

係機関等の情報共有

により確認できた児

童（78人） 

 

その他 

（例：頻繁な家庭

訪問等により把握

できた場合等） 

（136 人） 

 

【把握につながる情報を得られた主な調査先】 

※把握できた調査先については、複数回答で調査をしているため、児童数は重複あり 

（同一市町村内） 

○母子保健担当（568 人） 

○児童手当、児童扶養手当等担当（322 人） 

○児童家庭相談担当（306 人） 

 

（同一都道府県内） 

○児童相談所（58人） 

○他市町村（36人） 

○都道府県関係部署（9人） 

 

（他の都道府県内） 

○他市町村（47人） 

○児童相談所（12人） 

（関係機関） 

○幼稚園・学校（140 人） 

○保育所（98人） 

○医療機関（44人） 

○警察（37人） 

 

（その他） 

○親族・友人・近隣住民等 

（182 人）  

 

 

 

９月１日時点で居住実態が把握できない児童（224 人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９月１日時点で居住実態が把握できない児童のいる自治体への聞き取り等により、 

10 月 20 日までにさらに 83人の児童について居住実態が確認できていることが判明 

（うち、目視による確認が 38人、出国記録による確認が 34人） 

東京入国管理局

に出国状況を照

会し、出国確認

ができた児童 

（1,151 人） 

10 月 20 日時点で居住実態が把握できない児童（141 人） 



             

「居住実態が把握できない児童」に関する調査の結果を踏まえた今後の対応方策について 
 

居住実態が把握できない児童 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＋ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜自治体による居住実態の把握に向けた継続的な取組＞ 

 

 

 

   

 

 

 

 

※１ 国内に居住している可能性が高い児童 
（住民票の転出届を提出せずに転出し、転出先 
でも転入届を提出していない児童（家庭）等） 

 
＜居住実態が把握できない家庭が抱える問題＞ 

（例）・ＤＶが原因で他自治体に転出し、そこから 
再度転出する等により居所が分からなく 
なり、親族も所在地を把握していない 
・借金トラブルがあり居所がわからない 

自治体の関係部局（母子保健、福祉、教育部門等）は、関係機関等（他の自治体、

医療機関、教育機関、警察等）の協力を得ながら調査を行う 

○東京入国管理局に出国状況を照会 
 
※効率よく照会を行うための方法等に 
ついて、Ｑ＆Ａ等で自治体に周知する 
ことも検討 

○国内に居住している可能性が高い児童（※１） 

○海外に出国等している可能性がある児童 

（親族等からの情報によれば海外に出国している可能性

があるが、東京入国管理局への照会で出国確認ができ

なかった児童）（※２） 

市町村間の情報共有の取組（別紙） 

引き続き自治体において、児童の所在確認を行うとともに、得られた

情報や児童相談所の対応状況を踏まえて、虐待のおそれがあり、緊急

の対応が必要と考えられる場合には、警察に相談する 

○虐待リスクが「ない」又は

「不明」の児童 ○虐待リスクが把握されている児童 

出国確認できない場合 

※２ 海外に出国等している可能性がある児童 

→国内に居住している可能性もあり得ることから、

国内に居住している児童と同様の取組について

も実施し、把握に努める 

＜市町村から回答の多かった把握が困難な事例＞ 

◆二重国籍を有する可能性がある者で、住民基本台帳に

登録されていない外国名で出国している場合 

（市町村では住民基本台帳で登録された氏名のみで 

管理していることから、出国記録の確認が困難） 
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住所地市町村Ａ （住民票を残したまま移動。生活実態なし）
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居所市町村Ｂ （住民票はないが当地で生活）
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転出入の手続きをせずに居所を移す

「居住実態が把握できない児童」の市町村間の情報共有の取組について

○ 居住実態が把握できない児童であって、市町村内での関係部門による情報共有、調査等を行ったにも関わらず所在が把握
できない場合は、海外に出国している場合を除き、転出入の手続きをしないまま別の市町村に居所を移している可能性が高い
と考えられる。

○ この場合、居所市町村において、母子保健や児童福祉等のサービスを受けていたり、学校に通っていること等が考えられる。
このため、その居住実態を把握した場合には、居所市町村と住所地市町村が情報共有するなどして、居住実態の把握に努める。

a 居住実態が把握できない児童（家庭）の存在を確認
ｂ 市町村内の関係部門間で情報を共有し、居住実態把握の
ための調査を実施

ｃ 居所市町村より④の連絡を受け、住民基本台帳と突合
ｄ 居住実態が把握できた旨を関係部門間で情報共有
e 本人からの届出等に基づき、住民票を消除

① 母子保健や児童福祉サービスの申込、就学手続き等
② ①の際に転出入手続きについての状況確認及び助言
③ 福祉部門等と住民基本台帳担当部門等の情報共有について
は、ＤＶによる避難やその後の支援を実施する観点等から、

本人が同意しないことに合理的な理由があると認められる場
合は、本人の意向を尊重

④ 住所地市町村へ連絡
⑤ 本人からの届出等に基づき、住民票を記載

転出入の手続き（ｅ⑤）

④

dd

【総務省・文科省・厚労省】

＜イメージ図＞

（別紙）


